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北海道高等教育研究所 

2018年度第3回研究会のご報告 
北海道高等教育研究所 事務局長 市川 治 

 はじめに 

 

日頃、本研究所の事業にご協力をいただきありがとうございます。 

さて、本研究所では、2019年5月22日に、研究所の理事・監事・顧問会議が開催されまし

た。また、これと同時に、2018年度第3回研究会が開催されました。 

この研究会では、今回、理事でもある長谷川喜生理事に『北海道における私立高校の教育お

よび組合運動の現状』と題して、お話しをしていただきました。長谷川理事は長く札幌静修高

校に勤め、私学の組合運動でも先頭に立って活躍されてきました。旧道私教組が事実上分裂し

た後は道私教協（日教組・私学）で役員を歴任され、昨年まで副委員長でありました。現在も

書記局業務を担いながら市民合唱のサークルを主宰するなど各方面でご活躍中です。今回のよ

うにまとまった体裁でのお話しを聞くのは初めてのこととなりました。 

長谷川理事の報告は、大学のメンバーにとっては、よくわからない高校の様子・現状や、高

校の組合状況、道私教組の分裂、道私教協の組織問題などが聞ける機会となり、大変勉強に

なったと思われます。参加者からもそのような声が寄せられています。 

この研究会での長谷川理事の報告要旨を研究所のニューズレター第11号に掲載します。ご意

見などありましたら事務局にお寄せください。 

また、研究所のニューズレターは、会員諸氏のものですので、皆さんからの投稿を心よりお

願い申し上げます。 
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Ⅰ．はじめに 

 ・・・口頭・・・ 

 

Ⅱ．北海道における私立高等学校の現状 

１）補助金（私立高校管理運営対策費補助金）をめぐる動き 

 北海道には２０１９年４月現在、私立高校が５１校（公立２２９校）存在している。そして

その経営は、授業料収入が基本であるが、多くの場合、道からの補助金（私立高校管理運営対

策費補助金）によって支えられている。学校によっては年間３億円を超える補助金を受けてい

る。 

 そして、道から支給されるこの補助金は、ここ数年、総額で微増微減を繰り返し、また、生

徒一人あたり単価は、この１０年、微増（２０１８年３５３，３６９円）で推移している。し

かし、この補助金の財源構成が明らかに変化してきている。道からのこの補助金は、現在、国

庫補助、交付金、道単独上乗せの３つが財源構成となっているが、道単独上乗せ分が連続的に

減額されている（２００９年度２８．１９４円が２０１８年度には７．１２６にまでに減額さ

れている）。 

 高橋前道知事は２００４年に「道財政立て直しプラン」を発表し、「道単独補助金などの縮

減・廃止」を表明したが、今日においてなおそのプランが連続的に実行されることとなってい

る。 

 

・「財政立て直しプラン」対策の内容 

 
 

２）連続する中学校卒業者数の減少と私立高校再編の波 

・「北海道における中学校卒業（見込み）者数の推移」（道教委）によると、１９９０年９

０．４００人いた中学校卒業者は１９９９年には６万台へ減少し、２０００年には６７．１８

０人、２０１０年には５１．４３７人、２０１９年には４４．２５５人に急減している。そし

て２０２５年には４０．００８人になることが推計されている。いま、北海道の私立高校は中

学校卒業者の急減期を経ながら、さらにその深刻な減少期に突入することとなっている。 

 

・道単独補助金などの縮減・廃止 

・私立高校、幼稚園管理運営対策費補助金は、国庫補助、交付金、道単独上乗せの

３つの財源構成となっていますが、道単独上乗せ補助については段階的に縮減する

一方、授業料軽減など保護者に対する支援施策の充実を図ります。 

 

２０１８年第３回研究会（２０１９年５月２５日） 

北海道における私立高等学校の現状と労働組合 

・・・高校現場からの報告・・・ 

北海道高等教育研究所理事  長谷川 喜生(北海道私教協) 
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･しかし、その中にあっても、私立高校の数が、そして私立高校生の数が急激に減少しているわ

けではない。 

 私立高校の募集定員については、現在、道内の私立中学校、高校の校長と理事長らによる団

体、中高協によって私立側の意見が集約され、公私協（道教委が主幹し、道内公立・私立高校

の校長８人を含む１３人で構成）において検討されている。そこでは、道内の公立・私立の定

員比率は１９８４年に７：３に決められ、それが現在まで確認として続いている。 

それにより、中学卒業者数が急減する中、学校数（全日制）においても、生徒数においても、

公立高校に比して私立高校全体においては極端な減少にはなっていない。 

＊以下の表参照 

○道内高等学校（全日制）の学校数・生徒数の推移 

ａ．学校数                           （単位：校。％） 

 
ｂ．生徒数                            （単位：人、％） 

 
＊２０１８年度私立高校生徒数：２９，９２１ 

＊２０１９年５月１日現在  ：３０，２５２ 

 

３）道内私学経営者間における「共存共栄」意識の消失と深まる対立 

 今のところ道は入学者数について、補助金配分規定に基づき、それに反して入学者を多くと

ることとなった学校（学園）には、補助金配分において「入学定員超過減額調整」を適用し、

１．１倍を超えた生徒を入学させた私立高校に対して補助金を削減するペナルティーを課して

いる。これは道が、私学経営者の総意を受け、極端な定員増、定員減の学校が続出することに

歯止めをかけるために設けられている規定である。しかし、このペナルティー規定にもかかわ

らず、現実には「入学者数をめぐる私学間格差」が拡大しているのである。そして逆に、いま

「定員を満たさない高校にもペナルティーを」の声も強まっている。 

２０１９年５月１日現在、充足率１００％を満たしている私立高校は５１校中１３校である。 

①札幌光星：１３２．２％、②札幌日本大学：１２４．６％、③北海：１２１．０％、④東海

大学付属札幌：１１４．６％、⑤帯広大谷：１１２．９％、⑥創成１０９．５％、⑦立命館慶

詳：１０４．９、⑧旭川実業：１０４．６％、⑨北嶺：１０３．１％ ⑩札幌新陽１０２．

７％、⑪札幌第一：１０２．０％、⑫稚内大谷：１０１．９％、⑬旭川明成：１０１．５％、 

他の学校は軒並み充足率１００％を切り、５０％台の学校が６校（函館大学付属柏稜、函館白

百合、北照、小樽明峰、北星学園余市、北海道大谷室蘭）、５０％を切る学校も３校ある（北

海道文教大付属明清、札幌聖心女子学院、苫小牧中央）。 

年度 学校数 私立 公立 私学の割合） 

２００８ ３０９ ５３ ２５６ １７．２ 

２０１３ ２８２ ５３ ２２９ １８．８ 

２０１７ ２７３ ５１ ２２２ １８．７ 

年度 生徒数 私立 公立 私学の割合）） 

２００８ １４２，８３１ ３１，３４８ １１１，４８３ ２１．９ 

２０１３ １３０，５９８ ２９，６３３ １００，９６５ ２２．７ 

２０１７ １２２，５１７ ２９，６１４ ９２，９０３ ２４．２ 
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 上記のように、充足率上位の学校が、補助金におけるペナルティーにもかかわらず定員を大幅

に上回る生徒を獲得し、「勝ち組」として君臨する一方、生徒減少に歯止めがかからず、慢性的

な生徒減に直面している学校が存在し、この構造が固定化されながら続くこととなっている。 

そしていま、限りなく私学間の「共存共栄」関係が消滅に向かっているとの声が広がっている。 

現に、「定員増を認めろ」入学定員増を規制する「中高協のやり方は独禁法違反だ」として道を

訴えた私学経営者も現れている（２００２年、札幌日大高校・敗訴）。 

 そして、現在の公立７：私立３の規定も、定員超過に対するペナルティーも、現実的には定員

をはるかに超える入学者を「確保する」学校が複数校現出することによって、その圧力はあきら

かに弱まっている。そして、「定員増を各学校に認めろ」という動きは、「勝ち組」に属する私

立高校を中心として潜在的に存在し、加えて「定員充足率が低い学校にもペナルティーを」の声

も強まり、「護送船団方式」と言われている現行方式による各学校（学園）の「共存共栄」関係

の崩壊が急激に進行しようとしている。 

 その結果、学校存続をかけた熾烈な学校間「入学生徒争奪戦」が展開されることとなり、私立

高校に働く教職員には、その「入学生徒争奪戦」の最前線において日々駆けずり回ることが強制

されているのである。しかも私学経営者たちは、特色づくりという名のもと、「進学実績づく

り」「クラブ実績づくり」そして文科省の高校政策の先導的導入へと邁進しており、教職員が教

育現場において受けるプレッシャーは極限に達しようとしている。 

４）進む統廃合と教職員の「解雇」 

・２００８年（私立）網走高校と道立網走広陽高校が道立網走桂陽高校として統合。網走高校 

 は廃校。 

・２０１３年（私立）登別大谷高校と室蘭大谷高校が北海道大谷室蘭高校として統合。 

・２０１４年（私立）駒沢大学付属岩見沢高校が廃校。 

・２０１９年（私立）江陵高校と道立幕別高校が道立高校として統廃合予定。江陵高校は廃校 

 予定。 

＊この動きの中で多くの教職員が職を失うこととなっている。 

 

Ⅲ。生徒・子どもたちをめぐる情勢 

１）「＊雇用柔軟グループ」として「消費」される生徒・卒業生たち 

 北海道における２０１５年高卒就職者の３年以内離職率は、北海道労働局統計によると、４

４．８％である。大卒者における離職率も３６．０％となっている。そして、事業所の規模別離

職状況をみると、小規模事業所ほど離職率が高いのがわかる。 

    〈高校卒業者の３年以内の離職率〉 

     

規模別 離職率 

全国 北海道 

４人以下事業所 ６４．３％ ６７．９％ 

５～２９人事業所 ５５．９％ ５５．１％ 

３０～９９人事業所 ４６．３％ ４６．４％ 

１００～４９９人事業所 ３６．５％ ４０．８％ 

５００～９９９人事業所 ３２．９％ ３７．４％ 

１０００人以上事業所 ２５．３％ ２９．２％ 

規模別計 ３９．３％ ４４．８％ 
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 北海道には大企業がそれほど多くはない。そのことから、生徒たちの半数以上が高校を、そ

して大学を卒業してから３年以内に転職をしていることが読み取れる。 

 転職して高収入の正規職員に着くことは極めて難しく、その多くが非正規労働者として働く

こととなっている。そして非正規労働者の平均賃金は２００万円前後である。子どもたちが、

私たちの卒業生たちが、労働市場で消耗品のように「消費」され、もがき苦しむこととなって

いる。 

 
 

２）道徳教育の全面的展開と緻密化（新学習指導要領）を強いられる高校教員 

 小学校で２０１８年先行実施、２０２０年完全実施される改訂学習指導要領が 高校におい

ても２０１９年先行実施され、２０２２年、年次進行で実施されることになっている。 

 その大きな特徴は、社会科系教科としてあった「現代社会」を廃止し、「公共」を必修科目

として新設したことにある。すでに小・中学校では今年（２０１９年４月）から「特別の教科

道徳」として「道徳」教科化が強行的に導入されているが、今回、文科省は小・中学校でだけ

でなく、高等学校でも、それも全ての教科を通じて道徳教育を強化することを「新学習指導要

領」で決めている。そしてこの新設された「公共」においては、「現代社会」にあった「基本

的人権」「平和主義」が削除され、改訂＝改悪された教育基本法に基づき「道徳」を教える

「公共」にとって替えられている。 

 そこでは、改訂＝改悪前の教育基本法にあった「われらは、個人の尊厳を重んじ、真理と平

和を希求する人間の育成に期するとともに、普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめ

ざす教育を普及徹底しなければならない」という「基本的人権の保障」「平和主義」の理念は

消しさられ、かわって、「我が国の伝統や文化に立脚する」というように、偏狭な「愛国心」

が強化されることとなっている。 

 そればかりではない。学習指導要領では、その指導にあたっては、その授業方法＝手法まで

を指示している。それが「主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善が必要」として

押し出されているアクティブラーニングである。 

 本来、アクティブラーニングとは「教員からの一方向的な講義で知識を覚えるのではなく、

生徒たちが主体的に参加、仲間たちと深く考えながら課題を解決する力を養うのが目的。そう

した力を養う授業手法。」（２０１５．１２．１７朝日新聞夕刊）であり、参加者を中心とし

た教育手法として確立されてきたものである。 

 しかしながら、文科省が「アクティブラーニング」という場合、それは本来、この授業手法

のもつ意味とは全く違ったものになっている。 

 高等学校学習指導要領（２０１８年告示）で文科省はこのアクティブラーニングについて、

「生徒に目指す資質・能力を育むために『主体的な学び』、『対話的学び』、『深い学び』の

視点で、授業改善を進めるものであること」と押し出している（解説総則編ｐ４）。 

 ここにあるように、文科省がいうアクティブラーニングには、あらかじめ「生徒に目指す資

質」が設定されているのである。ここには、生徒自身が教科の学習を通じて、自由に自分自身

＊「雇用柔軟グループ」・・・・１９９５年日経連提言「新時代の日本的経営」 

労働者を（Ａ）長期蓄積能力活用型グループ、（Ｂ）高度専門能力活用型グループ、

（Ｃ）雇用柔軟型グループの３グループに分け、正規労働者（常勤）は（Ａ）のみとし、

それ以外の労働者は「景気変動に柔軟に対処する雇用形態」とすることをうちだした。 
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で、この国・社会の在り様や自らの価値観を探っていくという方向性があるわけではない。そ

こで文科省が「主体的な学び」と言う場合、それは生徒が自由に発想したり考えたりすること

を意味していない。彼らが企図していることは、国家があらかじめ「目指す資質・能力」を確

定し、これを国家の高みから生徒に教え込んでいくことにある。そこにあるのは、言われてい

る「主体的な学び」から程遠い、一方的な価値観の注入なのである。 

 そしてその「目指す資質・能力」とは、「我が国や郷土が育んできた伝統や文化に立脚した

広い視野に立ち、理想を実現しようとする高い志や意欲を持って、主体的に学

び・・・」・・・「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領の改

善及び必要な方策等について（答申）「２０１６年１２月２１日中央教育審議会」「学校を通

じて育てたい姿」・・・に明らかなように、上からの「愛国心」そのものである。 

 だから、授業改善としてアクティブラーニングという授業手法が押し出されているが、彼ら

がいうそれは、「我が国や郷土が育んできた伝統や文化に立脚した」、すなわち、そのような

「愛国心」を、「ただ教壇からの授業、一方向での教えではだめだ！」「対話や議論を通じ

て」「きちっと緻密な指導方法を駆使して、子どもの内面に浸みいるように、『刷りこむよう

に』授業をやるのだ！」と言っているに等しい。 

 

 「雇用柔軟グループ」として非正規のアルバイト、派遣等を繰り返し、一生貧困を強制され

る卒業生ら若者たち、その彼らがそのことについて考えたり、不平不満を言ったり抗議するこ

とまでもが「教育により封じられ」、ひたすら国家に奉仕する、「愛国少年、少女」として育

成されることとなっている。高校教育の教育現場を、そのような場の中心として作りかえるこ

とを宣言しているのが新高等学校学習指導要領である。 

 そして、「愛国心」がすり込まれるのは生徒たちだけではない。学習指導要領では、「愛国

心をすりこむ」その担い手たる教員、高校の学校現場のつくり変えかえまでに着手している。

すなわち、「各学校において、校長のリーダーシップの下、道徳教育推進教師を中心に、すべ

ての教師が協力して道徳教育を展開」することを新たに規定している。 

 生徒たちだけではない、教員もまた心の中が、つくり変えられようとしている。かつて「愛

国心」を子どもたちに暴力的に指導し戦場に送りだした「教師」たちは、一部の人を除き終戦

とともに一瞬に「民主教育の担い手」に変身した。そしていま再び「教師」たちは一瞬にして

「愛国心」教育の先頭に立つことになるのだろうか。いまそれが問われている。 

 

Ⅲ.組合の役割 

 前述したように、いま、北海道私立高校に働く教職員は、長期に続く中卒業者減と過酷な

「入学者獲得のその争奪戦」にかりだされている。それは具体的入試業務だけではない、特色

教育としての諸課題、大学入試学習指導、クラブ活動等々である。 

 確かに、入学生徒増を実現する取り組みは、個々の私学がもつ教育理念を実現するためにも

重要な取組である。しかしそれは、私学経営者が自らの経営責任をかえりみず、その責任のす

べてを教職員に押しつけることを許すことを意味しない。そしてまた、生徒・子どもたちが直

面する情勢からして、過酷な仕事の中とはいえ、この生徒・子どもたちの現在と未来について

私たちは無責任でいることはできない。そのことを前提にいま私たち組合が出来ること、しな

ければならないことを考察する。 
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 １）私たちの課題 

 各学校において、組合が主導し、早急に生徒に対する『労働者教育』を強化する。 

新学習指導要領、政府・文科省の高校教育改編についての批判分析を行う。 

経済格差が教育格差として拡大し、学ぶ場を奪われている子どもたちに対する創意工夫した対

応を創りだしていく（学校づくりとも関係して）。 

④北海道の私立高校から「一人の首切りも許さない」組合決意の再確認。 

 

Ⅳ．北海道における私学教育労働運動（高等学校に限定して）について 

１）私学労働運動そして北海道私教組の誕生 

 日教組の前身である全教（全日本教職員組合）が結成されたのは１９４５年、北教組の結成

はその翌年のことであった。そしてこの時期（１９４６年）、北海道私学労働運動が呱々の声

をあげたのである。北海、札商、静修の３単組が北教組札幌支部に属すこととなる。 

 北教組発行の『組合史・第一集』に「野口祥昌（札幌商業）に一切を委任した。彼はその後

の努力によって、北海道教職員組合への私立学校の加入に成功した」とあり、１９８４年発行

の札幌静修学園教職員組合結成２５周年記念誌『軌跡』に寄せられた当時の北海道私教組委員

長亀貝一義氏の挨拶文には、「私学の組合も、戦後、北海道教職員組合の一組織として誕生し

た。しかし、昭和２４年に地方公務員法が制定されたことによって、公私の教職員が同じ組織

であることは許されなくなった。」とある。 

 あわせて亀貝氏は、その後の北海道私教組運動について、『すべての私学に組合を、すべて

の組合は私教組に』のスローガンは、それまでほとんど無権利状態におかれていた道内私学の

教職員の心をとらえ、文字どおり急速に組織化が進んだ」と、その前進を感動をもって伝えて

いる。 

 

２）北海道私教組の道私教組、道私教協への分裂と、その後の組織的衰退 

 １９８９年の労働運動の再編と連合（日本労働組合総連合会）結成により、日教組は「連

合」に加盟を決め、それに反対する日教組「私学部」は日教組を脱退、中学高校関係組合は

「全国私教連」を結成した。北海道においても多くの混乱を経て、北海道私教組は日教組から

の脱退を決め、「全国私教連」に加盟、そしてそれに反対する単組（１０単組）が北海道私教

組からの脱退を決め、北海道私教協を設立し、日教組に加盟する新たな中央組織「日本私立学

校教職員組合」に加盟することとなった。これによって、北海道私教組組織は分裂を決定的な

ものとした。そしてそれは、先人たちがその努力によって築き上げてきた「すべての私学に組

合を、すべての組合は私教組に」としてつくり上げてきた北海道私学労働運動の団結と連帯を

打ちのめすこととなった。 

 

３）分裂後の北海道私学労働運動・組合（高等学校）の現実と今後について 

《分裂時の組織構成と組合員数》 

北海道私教組：  １８  単組、組合員 「５３０」 名（１９９５年） 

北海道私教協：  １０  単組、組合員 「３５０」 名（１９９０年） 
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   《２０１９年４月現在の組織構成と組合員》 

   北海道私教組：１３単組、  組合員「１９０」名 （２０１７年） 

   北海道私教協： ６単組、  組合員「１００」名 （２０１９年） 

 

 北海道の私立高校における単組、組合員の減少の要因は、学校の統合・廃校など学校再編に

よるものが大きい。くわえていま、少子化という現実の中、各私立高校における入学生徒増に

向けた教育実践を含めた各種業務の過密化の中、組合について多くの教職員が考える余裕も

失っていることがある。また、労働条件、賃金条件の改善も必ずしも進んでおらず、組合の存

在感そのものが弱くなっている。また、全国的に労働運動が抑圧され、後退を余儀なくされて

いることも大きい要因である。 

 しかし、悲観的なことばかりではない。この北海道においても、組合の働きかけにより全校

的な学校づくりを展開している私立高校においては、いま組合がその存在感を強めている。ま

た、首切り合理化、労働条件・賃金条件改悪に対して献身的に闘う組合は職場の信頼を取り戻

している。 

 

 

 北海道私学における労働組合（高等学校）の今後について 

 

   未完 

 


